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ホ イス ラ方向測定 システム II

  太田健次*,江 口博之*

The System of Direction Finding on Whistlers II 

 Kenji OTA * and Hiroyuki EGUCHI* 

            (Received March 29, 1984)

    A new method for direction finding on whistlers using an automatic 

detector of whistlers with the PLL, A/D converter and microcomputer has 

been developed. The propagation characteristics of whistlers at low 

latitudes is discussed, using the data from the automatic direction finding 

on whistlers at Yamaoka (25° 06' in geomagnetic latitude). 

From the data, the following conclusions can be drawn: 

(1) One thundercloud continues to generate whistlers for a period of 1-~-2 

   hours. 

(2) The ionospheric exit points of whistlers are distributed slightly to the 

   south of the station. 

(3) The field intensity of maximum occurrence probability of whistlers is in 
the range from 125 to 175 t V/m, about one half of that at middle 

  latitudes and one tenth of that at high latitudes. 

(4) The ionospheric exit points of whistlers of different frequencies suggest 
  ducted propagation; the diameter of the duct is less than the wave length 

  of a whistler.

 1. まえがき

 ホイスラは雷放電 によ り放射された電磁波の一部がお

おむね地球の磁力線 に沿って磁気圏プラズマ中を伝搬

し,対 称半球へ到達す るVLF帯 の電磁波である1)。ホ

イスラの伝搬群速度 を 匹,伝 搬微少距離 を45と す れ

ば,全 通路での遅延時間は(1)式 で 与えられ る。

  ・一塩 睾一髪島 薩4・ 一ゲ(…)(1)

但し,∫ はホイスラの周波数,6は 光速,乃 はプラ

ズマ周波数でNを 電子密度(個/cm3)と すれぱ ル

=94N 佃z ,乃 は電子 ジャイ ロ周波数で あ り,地

磁気磁束密度 をB(Gauss)と すれば  !"=2800 B

 佃zの 関 係があ り,Dの 値 をホイスラの分散値 と言

う。いろいろな緯度での多点観測により得 られた分散値

により,磁 気圏プラズマ密度分布を知 ることができ,磁

気圏の構造やダイナ ミックスを調べ ることが可能で あ

る2)。また,地 上で受信 されるホイスラは近年の研究 に

より磁気圏内のダク トに捕捉 されて伝搬 しているものと

考えられ3〕,ホ イスラ伝搬路 の追跡はダク トの構造や,

ダ ク トの発生及び消滅 と言 う極めて興味ある問題 とも関

係 している4}。これらの問題解明には,ホ イスラ伝搬路

の位置決定が基本条件 となっている。

 ホイスラ到来方向の測定には大別 して二つのものに分

類で きる。一 つはゴニオ メー タに よる多点観測で あ
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る51。しかし，ゴニオメータによる方向測定は入射波の

仰角が低い垂直偏波の場合のみ有効であり，円偏波や楕

円偏波の場合には偏波誤差が生ずる。したがってホイス

ラ検出数が最も多いと考えられる観測地点の近傍に電離

層下降透過点が存在するホイスラに対して，方向測定誤

差が最も大きくなる。他の一つの方法は水平磁界二成分

と，垂直電界一成分の電磁界の振巾比と位相差の測定に

より到来方向を決定するものである6〕。この方式は一点

観測が可能であり，楕円偏波に対しても偏波誤差は生じ

ない。どの観測方式においても，最大の問題点は観測地

点に観測者が存在し，測定機器の操作，校正が必要なこ

とである。また，たとえ連続観測を行ったとしても多量

の磁気テープを再生し，聴覚モニタによりホイスラを見

つけ出し，解析すると言う大変な手作業が必要である。

我々はPhaseLocked Loop（以下pLLと記す）を用い

たホイスラ自動検出器とA／Dコンバータ，8ビットマ

イクロコンピュータを組み合せたホイスラ到来方向の自

動観測装置を開発した7〕。この装置を用い，超高層山岡

観測所（地磁気緯度25．06ノ）で行ったホイスラ到来方向

の測定結果についで報告する。

  ・（Z・・ith）H”W・・・…m・ldi…ti・・

        臥〉

         H⊥   ㌦

    Ant．

        ＼ ～  y（N。。th）
         ＼ノθ

            ＼、
              ＼

           θ：Azimuthal ang1e
           ゴ ： Incident ang1e

 x（East）

   図1 ホイスラ到来方向の座標系

到来波の最大電界強度五mロエは（6）式で与えられる。

瓦ηα＝ZoHmα＝

〃⊥1＋・2ゴ。（1・・2イ）2 B、・。・（6）
      2         4

 2．ホイスラ到来方向及び電界強度の決定

 第1図に示す座標系にお一いて入射角ゴ（天頂方向より  但し，Z。は自由空間の特性インピーダンスであり，

測る），方位角θ（北側より東側方向に測る）の方向よ  A⊥はγ∫・γツ・γ・の最大振巾をそれぞれδエ，沁，あ，

りホイスラが到来するものとする。但し，入射面に対し  パーティカルア1／ナナの実効高をz．アンテナ結合回路の

直角な磁界成分をH⊥電界成分をE⊥とする。地磁気座  伝達関数をγ（ω）とすれば6〕，（7）式で与えられる。

標系の東西，南北に展張された直交ループアンテナとバ
                                       π
；㌶㍗㌃㌻畿買㍗二ん＝・1γ（一）1腕1・讐一11・（・一…lr

箏㍍ぷ㌫1：1；；lll∴為一に
     。1仏一。Sinψツー。
  θ二tan仏．、Sing；；               よって入射角ゴと方位角θを求めるには，直交ループ

                           ア1／ナナとバーティカルアンテナに誘起する出力電圧の
              ！  ゴ＝Siη0’                  振巾比と位相差が必要である。また到来波の電界強度を
      〃、＿星COS恥L2COSθ一Mら＿｛COS¢工．2Sinθ
                           求めるには，いずれか一つのアンテナに誘起する出力電

 但し，大地は完全導体であり，瞬時においてホイスラ  圧の最大振中値も必要となる。ホイスラが到来し・直交

は単一周波数であると仮定する。また到来するホイスラ  ループアンテナ及びバーティカルアンテナに誘起した信

は楕円偏波であり偏波パラメータを（m．砂）とすれば8〕，  丹波γ。，γ、，γ。はA／Dコンバータで8ビットにデ

m．〃は（4），（5）式で与えられる。          イシタル化され，PLLホイスラ自動検出器より発生す

                           るトリガーハルスによってマイクロコンピュータのメモ
      Mら＿iCOS9工＿届Sin～十Sinθ
   ”二■   c．sゴ。．sθ     （4、     リボードに読み込まれる7〕。記憶された信号波を再現し

                           た一例を第2図に示す。但し，製図の関係上プロット間
     Mら＿iSin9工＿｛Sin～
   o＝              （5）     隔は2倍にしてある。
      COS5COSθ
                            メモリポートの最大記憶量に達したときか又は，一定

                        （2）               中部大学工学部紀要
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        2）雷放電によって発生したVLF帯電磁波の電離層

      ・O．1．．・   、・O．2’（mS）

  ・●●■0一

    ・…      16：15J．S．T．Jan，16．1982

             （Yamaoka）

図2 各アンテナに誘起した信号波形の一例

時刻（毎日12：00）になったとき記憶されていたデー

タが印字される。しかしプリント出力時においては，デ

ィジタル化された全データをそのまま印字させる必要は

なヘホイスラの到来方向及び電界強度を求めるに必要

なデータはこれらの波形から80Hを通過するクロスポ

イントの番地（位相を意味する），振巾の最大値

（MAX）及び最小値（MIN）を知るのみで良い。いずれか

の信号波形が飽和している場合はFF H又は00Hとな

る1番地前のデータをMAX，MINとして採用し，そ

れらの番地とクロスポイントの番地との差をステェプ数

とする。かつ他の信号波のMAX，MINもクロスポイ

ントの番地にステェプ数を加算した番地の内容に入れ換

える。各アンテナに誘起した信号波形が二つ以上飽和し

た場合はステェプ数の小さい信号波形を基準として同様

の処理を行う。各波形のMAX，及びMINの比により

  M’μ．仏一。が求まり，各波形のクロスポイントの

番地差より位相差～一・，ρHが求まる。また各信号波

が飽和した場合のみクロスポイントの番地より周波数を

求め，ステェプ数及びその振中値より最大振巾む，穂，

元を計算して求める。よってデータの印字データは各

波形の一波長間隔で，クロスポイントの番地，ステェプ

数，MAX値，MIN値を表示すれば良い。但し，各波

形において飽和がない場合のステェプ数は00Hとす

る。印字された各データを後日収集し，キー入力により

データベース化し，入射角，方位角，電界強度を計算さ

せる。

3．観測結果

地上観測においてホイスラが検出されるためには

1）対称半球での雷放電活動

   上昇透過

 3）磁気圏プラズマ中の低減衰による伝搬

 4）観測地点側における電離層下降透過

が必要である。これらの条件が一つでも欠ければ地上で

ホイスラは観測されない。ホイスラ伝搬路の追跡を目的

とした到来方向の測定には同」伝搬路を通り，同一地点

で電離層を下降透過するホイスラ群を連続して観測する

必要がある。ホイスラを自動検出するには到来波の受信

強度が大きいほど容易であり，また到来方向測定には各

アンテナに誘起した信号波の振巾を比較するため受信強

度が大きいホイスラの到来が不可欠である。このような

諸条件が揃う場合は低緯度では極めて少ない。ここでは

1982年1月15日と1983年12月29日のホイスラ到来
方向測定結果について記す。

3日日

2日目

ユ目目

匝5目

…3目

Z2目

星1目
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 ヨ
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 目        冒        12   15   1宮   2ユ   24

     丁工HE  〔J．；．T．〕   ユ982一ヨー一5

図3 自動鰍則によるホイスラの発生頻度

llll㌧
    16     17     1s   Jan－15．1982

      TIME O．s↑〕    （Yamaoka）

  図4 自動観測によるホイスラの分散値

 ホイスラのルーチン観測は山岡観測所より39km離

れた本学に常時無線伝送されている1～8んH届帯の空

電雑音を受信し，解析が行われている9〕。我々はこの電

波を傍受し，5チャンネルのPLLホイスラ検出器によ

りホイスラの発生数と分散値の自動観測を行ってい

る4i。第3図のホイスラ発生頻度と第4図のホイスラ分

散値のグラフはこの自動観測によって得たものである。

総検出数835個／日の内16：1O～18：10においては790

個のホイスラが検出されている。この時間帯においてホ

イスラ検出数がガウス状分布をしており，また分散値は

ゆるやかな変動のみ示している。これらの点より単一ダ

クトによる伝搬であることが推定される4〕。

 一方，山岡観測所においてホイスラ到来方向測定の自

（3）
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動観測器に検出されたホイスラの発生頻度を第5図に示

す。

 総検出数は68個／日である。5チャンネルPLLホ

イスラ検出器で10分単位時問当り50個以上ホイスラが

検出される程のホイスラ発生頻度であった場合，到来方

向の自動観測システムが動作したことを示している。

   ヨ目藺
2日目

1日日

匝5日

…≡3目

z2目

星m

8ヨ

 ヨ

 2

    臼    ヨ    后     9    12    15    1目    21   24

        TIHE  てJ．S．T．〕  19目2－1－15

  図5 到来方向測定器に検出されたホイスラ数

5チャンネルPLLホイスラ検出器の検出率は約25％

であり，実際のホイスラ発生数は検出数の4倍以上と考

えられる4】。これより10分単位時間当り200個以上の

ホイスラ発生数によって本到来方向の自動観測が可能な

ことを示している。第6図は16時40分より17時50分

までヒ観測された測定結果より方位角θと入射角～を求

め，ホイスラが電離層を下降透過した地点に投影した一

例である。但し，中心点はアンテナ設置の上空であり，

電離層の高さを80Kmとした。

           N

               1640－1740J S．T．
                Jan．15．1982           S                 （Yamaoka）

   図6 電離層下降透過点（1982－1一ユ5）

 一方（6）式によって求めた電界強度を強度別に発生率

を示したものが第7図である。また1983年12月29日

における電離層下降透過点の一例を第8図に・電界強度

を第9図に示す。第6図と第8図に共通した傾向とし

                       （4）
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図7 電界強度分布（1982－1－15）
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  図8 電離層下降透過点（1983－！2－29）
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図9 電界強度分布（1983－12－29）
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て，ホイスラの電離層下降透過点は観測地点のほぼ上空

にあり，やや南側に片寄っている。また透過点のバラツ

キはホイスラの波長60Km以内である。これはホイス

ラが磁力線に沿ってダクト伝搬し，電離層を下降透過し

た後，高緯度方向へ強く伝搬すると言う従来からの研究

を支持しているものと考えられる1O〕。また電界強度にお

いては，第7図では75～125μV／mに発生数のピークが

があり，第9図においては．75～175μV／mにピークがあ

る。これは本観測装置のホイスラ検出能力が75μV／m

以下では急激に低下することを示している。125，又は

175μV／mの数値はそれぞれの観測日における到来電界

強度別発生分布のほぼ上限を示すものと考えられる。

 同一ホイスラにおいて，異なる周波数における電離層

下降透過点はホイスラの伝搬がダクト伝搬かノンダクト

伝搬かの手掛りを示す重要なものである1I〕。12月29日

の一例を第10図に示す。大文字は5kH・．小文字はそ

れに対応する2．8冊、の電離層下降透過点を示す。

この観測結果においては2．8んH、も5んH、とほぼ同

一点に下降透過点を持ち，第8図における下降透過点の

バラツキの範囲内にあり，ノンダクト伝搬によるポーラ

クリープ現象は見られない。この結果からも地上で観測

される低緯度のホイスラはダクト伝搬によるものと考え

られる。

w
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   続時間は約1～2時間である。

 2）ホイスラの到来方向は観測地点のほぼ上空にあ

   り，やや南側に片寄る傾向にある。

 3）ホイスラの到来電界強度は約ユ25～175μV／mに

   発生分布の上限がある。これは中緯度の1／2

   程度，高緯度の1／10程度である8川。

 4）電離層下降透過点の周波数依存性は見られない。

 5）2），4） より低緯度において地上で観測されるホ

   イスラはダクト伝搬であり，ダクトの広がりはホ

   イスラの一波長以内で，かつまた，電離層を透過

   後は高緯度方向に強く伝搬する傾向にある。

 また使用したA／Dコンバータは8ビットであり，変

換速度は2μSのため，振巾において（使用フルスケー

ル入力電圧レンジ）／127 Vの振巾誤差があり，位相に

おいては2μS×（検出周波数）×36びの位相誤差が含

まれる。これらの誤差は従来の方式に比べ無視できる程

であり6〕β］，出力がディジタル量で得られるため多量の

データが処理できる。観測結果より本装置ではホイスラ

の到来電界強度が75μV／m以下において検出率が低下

することが判明した。今後，観測結果の誤差論につい

て，またより高性能はホイスラ到来方向測定器の開発に

ついて研究を進めたいと考えている。

ユ5：1O－1720JST
 Dec29．1983
 （Yamaoka）      s

   図10電離層下降透過点の周波数依存性

 4． むすび

  PLLホイスラ検出器，A／Dコンバータ，8ピット

マイクロコンピュータを用いたホイスラ到来方向の自動

観測システムを開発し，超高層山岡観測所において連続

観測を行った。その観測結果より，以下の結論を得た。

 1）低緯度におけるホイスラの発生から消滅に至る継
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